
第４次野洲市人権施策実施計画に基づく令和３年度事業計画 資料３

№ 事業名 事業の概要
令和3年度計画

(初年度)
第4次事業計画終了時点

での到達目標

1 (1)女性 (2)子ども
女性・子どもに対する
暴力への取組

　ＤＶは、身体的暴力だけでなく、精神的、性的、経済
的、社会的な面などさまざまなケースがある。また、
子どもを巻き込んだ暴力にまで及ぶことから、地域福
祉、保健、医療、教育等との連携を図り、DVを早期に
発見することで、安心して過ごせる生活につなげる。

・広報紙を通してＤＶ被害の相談窓口
の周知を図る。
・安心して生活ができるよう、関係機
関と連携を図る。

安心して生活ができるよう
関係機関と連携して、支援
の充実を図る。

家庭児童相談室

2 (2)子ども
児童虐待防止等ネッ
トワーク

　虐待は子どもの人権を著しく侵害するだけでなく、
心身に後遺症を残したり、時には生命までも脅かすこ
とさえある重大な問題である。その問題が近年増加
傾向にあるが、家庭内で発生することが多く発見が
困難な状況である。そこで、子どもの虐待防止につい
て啓発を行い、地域福祉、保健、医療、教育等の関
係機関と連携し、早期発見、早期援助に努め子ども
の人権を守る。

・子どもの虐待防止に向けて、広報紙
や街頭啓発、出前講座等を通じて啓
発を実施する。
・虐待の早期発見に努められるよう、
関係者の意識の向上を図る。
・虐待を発見したら、関係機関に繋ぎ
情報を共有するとともに、個々の状況
に応じた対応を速やかに行う。

子どもの虐待の早期発見・
早期援助に努め、子ども
の命を守る。

家庭児童相談室

担当課

第　４　次　実　施　計　画

分　　類

いじめや不登校の現状を
正確に把握し、これらの人
権課題をなくす取組を継続
して実施していく必要があ
る。
いじめ認知後の解消率が
令和 元年度で８２.５％で
あった。（解消率とは当該
いじめ案件を校内で見守
り、３か月間、いじめが全く
繰り返されていないことを
被害者から個別に確認で
きた比率をいう。しかし、１
月以降に発生したいじめ
は３月末時点で解消を被
害者から確認できないた
め、解消とはカウントでき
ない。年度明けて６月に再
調査すると解消率は野洲
市の場合９９％となる。）
解消率９０％を目標とし、
いじめ問題をなくす取組を
推進する。

学校教育課
こども課3 (2)子ども

個別課題解決に向け
た相談・支援体制の
確立

　いじめや不登校そのほか児童生徒の人権に関する
個別課題の解決のため、校園所の現状把握に努め
教育委員会との連携を図っていく。 教育委員会へ直
接相談があった場合は、十分に受け止めた上で当該
校園所とともに取り組む。

　いじめや不登校等、児童生徒の人
権に関する個別課題を解決するた
め、学校園所、各関係機関と連携し
た取組を実施する。
　教育委員会に直接相談がある場合
は児童生徒や保護者のおもいをしっ
かり受け止めた上で当該学校園所、
各関係機関と連携した取組を実施す
る。
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第４次野洲市人権施策実施計画に基づく令和３年度事業計画 資料３

№ 事業名 事業の概要
令和3年度計画

(初年度)
第4次事業計画終了時点

での到達目標
担当課

第　４　次　実　施　計　画

分　　類

4 (2)子ども こころの教育相談

　不登校やいじめなどの悩みや課題を抱えた児童生
徒の人権に関する相談の場を設け、子どもたちの「心
のサイン」を見逃さない対応など、個別課題の解決に
向けて、保護者や学校・関係機関と連携した取組を
推進する。

不登校やいじめなどの学校生活や子
育ての様々な悩みについて、カウンセ
ラーとともに面談・電話相談により問
題の解消を行う。
相談：予約制１日４件程度
定期相談:週１回～月１回程度

個々の悩みが解消できる
よう適切なカウンセリング
を行う。

ふれあい教育
相談センター

5 (2)子ども 適応指導教室事業

　不登校やいじめなどで学校へ行けない、行きにくい
児童生徒の居場所づくりを行い、自他を大切にする
気持ちを育みながら、他者とのコミュニケーションや、
自己肯定感・社会性などの育成に努め、社会的自立
や学校への復帰に向けて、きめ細やかな指導や相
談・支援に取り組む。

学校へ行けない、行きにくい児童生
徒の居場所や学習支援など個別やグ
ループ活動を通して自信回復、学校
復帰を目指す。
通級：週１回～週５回
体験活動：湖南SSN年1回
活動体験：月１回
保護者懇談会：年数回

通所する児童生徒全員が
体験活動等を通して自信
回復と自我の確立を図る
ことで学校復帰が出来る。
また、学校との連携を強化
する。

ふれあい教育
相談センター

6 (2)子ども 家庭訪問型学習支援

　校長から支援の依頼があった、学校にも適応指導
教室にも行けない深刻な不登校状態にある小・中学
生の自宅を主な支援場所として、家庭訪問型学習支
援を実施する。なお、家庭における生活上の諸課題
については、市民生活相談課など関係課につなぎ現
行制度を利用しながら連携を図る。

　訪問教育指導員(教員免許を有する
教職経験者)２人がペアで自宅等を訪
問し、学校復帰、社会的自立に向け
てのきっかけづくりを目的に、学習、
生活改善、教育相談等の学習・自立
支援を行う。
（支援の時間と回数）
１人１回概ね３時間以内で、週１回を
原則とし出席日数にカウントする。

学校復帰、社会的自立に
向けて、学習、生活改善、
教育相談等の学習・自立
支援を継続していく。

ふれあい教育
相談センター

7 (2)子ども
はつらつ野洲っ子
育成事業

　はつらつ野洲っ子の育成を掲げ、学校や家庭、地
域が一体となって青少年健全育成に取り組む。
　小・中学生が日ごろ考えていることや感じていること
を広く市民に訴えるための発表会を開催し、誇りと自
覚を持ち自主性を伸ばすとともに、社会の一員として
の自覚と、目標をもってたくましく成長することを目指
す。
　また、青少年の健全育成をめざして、大人と子ども
の意見交換会を開催する。

・はつらつ野洲っ子中学生広場の開
催
・はつらつ野洲っ子育成ﾌｫｰﾗﾑの開
催

事業への参加人数を確保
するとともに、いじめ、不登
校等の問題を防止し、児
童・生徒の健全育成を図
る。

生涯学習スポー
ツ課
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第４次野洲市人権施策実施計画に基づく令和３年度事業計画 資料３

№ 事業名 事業の概要
令和3年度計画

(初年度)
第4次事業計画終了時点

での到達目標
担当課

第　４　次　実　施　計　画

分　　類

8 (2)子ども 青少年健全育成事業

　青少年の健全育成を目指し、青少年育成市民会議
と各学区青少年育成会議の連携のもと、環境浄化や
初発型非行防止街頭補導を行い、青少年との関係づ
くりをし、地域住民とのふれ合いのもと、一人ひとりが
希望を持ち、困難なことにも主体的に対応できる力を
つけるよう支援する。

「愛のパトロール運動」（第１・第３金
曜日）・まちぐるみで「愛の声かけ運
動」（7月・11月）の実施

事業への参加人数を確保
するとともに、いじめ、不登
校、児童虐待をはじめ、子
どもを脅かす事件等を防
止し、青少年の健全育成
を図る。

生涯学習スポー
ツ課

9 (2)子ども 人権集会

　自分はかけがえのない愛される存在であることを実
感し、様々な人との出会いや教材との出会いを通し
て人権意識を高めていけるよう人権集会などを開催
して、人権保育を推進する。また、参観、アンケート、
集会だよりなどを通して保護者にも啓発する。

園児を対象としては２ヶ月に１回人権
に関するテーマを設け集会を開催す
る。
保護者を対象としては年２回の研修
会を開催し、年間３回以上啓発紙を
発送する。

集会が形骸化することな
く、内容や形態等を工夫
し、また、保護者の関心や
意識が高まるように継続し
ていく。

こども課

10 (2)子ども 子育て相談
　いじめや不登園そのほか乳幼児の人権に関する保
護者との相談の場をもち、個別課題の解決に向け
て、家庭と連携した取組を推進する。

定期的な懇談会の場に加え、随時、
いつでも誰でもが相談し易いよう担当
を園だより等で知らせたり、積極的に
子どもの様子をつたえ、話しやすい関
係性が築けるようにする。

子育て不安に対応できる
職員の資質向上と相談し
やすい窓口体制の定着を
図る。

こども課
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第４次野洲市人権施策実施計画に基づく令和３年度事業計画 資料３

№ 事業名 事業の概要
令和3年度計画

(初年度)
第4次事業計画終了時点

での到達目標
担当課

第　４　次　実　施　計　画

分　　類

11 (2)子ども 交通安全施設整備

　野洲市通学路交通安全プログラムに基づき、子ども
をはじめすべての人の社会参加を保障する環境整備
の一環として、交通弱者の安全確保にも効果のある
歩道と車道の分離など交通安全施設の整備を進め
る。

　令和２年度の通学路点検により指
摘された危険個所の改修工事の実施
します。また、過年度の対策実施個
所の効果を検証し今後の安全対策の
参考にする。

　交通安全対策実施後の
効果把握等を行い、交通
弱者を考慮した通学路の
交通安全対策の改善・充
実を行います。これらの取
組みをPDCAサイクルとし
て繰り返し実施し、安全性
の向上を図る。

道路河川課

12 (3)高齢者 消費生活相談
　消費生活相談においては、高齢者特有の消費生活
問題について関係機関と連携し権利擁護に努める。

野洲市くらし支えあい条例に規定した
消費者安全確保地域協議会の推進
を図る。

高齢者の消費者被害を未
然に防ぐため、消費者安
全確保地域協議会を年2
回実施すると共に見守りリ
ストの作成と積極的な見
守り活動を実施する。

市民生活相談課

13 (3)高齢者
ユニバーサルデザイ
ンを基本とした住環
境整備の促進

高齢者を含む全ての人が、自立して生活できる安全
な住環境の整備に向け、ユニバーサルデザインの考
え方に基づく住宅改修を支援し、促進する。

高齢者等が自立して安心して生活で
きる環境の整備に向け、住宅改修に
かかる費用の助成を行う。

自立して安全に生活でき
る環境の整備に向け、引
き続き助成を行う。

介護保険課
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第４次野洲市人権施策実施計画に基づく令和３年度事業計画 資料３

№ 事業名 事業の概要
令和3年度計画

(初年度)
第4次事業計画終了時点

での到達目標
担当課

第　４　次　実　施　計　画

分　　類

14 (3)高齢者
高齢社会の課題に関
する教育・啓発

　高齢社会における介護や認知症等の社会的課題
への関心と理解を高めるため、小中学生や地域の元
気な高齢者などを対象に学習の機会の拡充をめざ
す。その策として、介護施設などにボランティア体験
等の受入れを促す。
また広報紙や介護ニュース等を活用し、サービスの
情報提供と合わせ高齢社会に関する啓発情報も盛り
込むようにする。
　また、地域住民を対象に「認知症サポーター養成講
座」を開催し、地域で支える意識づくりを促す。

・教育委員会と連携して、児童生徒の
認知症サポーター養成講座受講を促
す。
・比較的元気な高齢者の活躍の場の
創出と兼ねて、「高齢者健康生きがい
地域活動応援プログラム」を活用し、
介護施設等でのボランティア活動を
広げ、以て地域住民への理解を広げ
る。
・市広報での特集記事の掲載を行
い、サービスの情報提供や認知症に
ついての啓発を行う。

できる限り住み慣れた地
域で生活できる地域づくり
のため、高齢社会や認知
症についての啓発事業を
継続する。

高齢福祉課

15 (3)高齢者 高齢者の権利擁護

　高齢者の権利が守られ、安心して生活が送れるよう
権利擁護に係る成年後見制度の啓発や利用を推進
する。高齢者虐待の早期発見、早期対応に向けて、
関係機関が連携して対応する。

・成年後見制度についての啓発を行
う。必要なケースについては成年後
見制度の市長申立てを速やかに行
う。
・高齢者の虐待防止、早期発見のた
めの啓発出前講座や高齢者虐待防
止勉強会を開催する。

　高齢者の権利を守る意
識が広がる。権利擁護の
ための対応が、関係機関
の連携により円滑に行わ
れるようになる。

高齢福祉課

16 (3)高齢者
高齢者のサービス利
用支援と強化

　地域の高齢者が、介護保険サービスにとどまらない
様々な形のサービスを利用し、自立した生活が継続
できるよう、地域関係者とのネットワーク構築や、ネッ
トワークを利用した高齢者実態把握、初期相談対応、
継続的・専門的な相談支援、また権利擁護の観点か
らの対応が必要な者への支援を行う。

　高齢者やその家族などの相談を受
け止め、本人の自己決定を尊重しつ
つ、適切な機関、制度、サービスにつ
なぐとともに関係者のネットワークに
より支援を行う。

　高齢者が住み慣れた地
域で尊厳ある生活を維持
する。

高齢福祉課
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担当課

第　４　次　実　施　計　画

分　　類

17 (3)高齢者 (4)障がい者
コミュニティバスの運
行

　市コミュニティバスは、単に交通の利便性の面だけ
でなく、福祉施策の一環として、高齢者や障がいのあ
る方々の生活行動範囲を拡大することや、利便性の
ある運行に努める。

高齢者や障がい者利用者 をについて
35,000人を目標とする。
（令和２年度実績数値33,751人）

新型コロナウイルス感染
症の影響が無くなるとした
場合、第３次期間中の最
高実績数値41,464人に対
し、
高齢者や障がい者利用者
 をについて45,000人を目標
とする。

協働推進課

18 (3)高齢者 (4)障がい者
交通バリアフリー基
本構想に基づく実施
計画の推進

　交通バリアフリー基本構想に基づき交通バリアフ
リー道路特定事業計画を策定。高齢者、身体障がい
者等の公共交通機関を利用した利便性及び安全性
の向上を促進するため、野洲駅を中心とした一定の
地区においてバリアフリー化を重点的かつ一体的に
推進する。

　市道小篠原稲辻線の歩道拡幅等の
バリアフリー化については、地元や関
係機関との調整が必要であり、方向
性が決まれば計画策定を行う。

　バリアフリー化歩道の構
造の方向性が決まれば、
計画策定のとおり実施す
る。

道路河川課

19 (4)障がい者
ユニバーサルデザイ
ンによる生活環境の
推進

　障がい、性別にかかわらず、すべての人が暮らしや
すい生活環境を生み出す必要があることから、障が
い者基本計画に基づき、ユニバーサルデザインによ
る普及啓発に努める。
　さらに、ノーマライゼーションの実現に向けた取組を
推進する。

　障害者基本法に基づく第2次市障が
い者基本計画を令和3年度に6年間の
計画として策定し、施策の柱として「ユ
ニバーサルデザインで安心して暮ら
せるまちをめざして～まちで快適に過
ごす～」を掲げている。
　特に、ノーマライゼーションの考え方
に基づき、社会的障壁を取り除くた
め、生活環境の整備、情報・コミュニ
ケーション環境の整備等を推進する。

障がい、性別にかかわら
ず、すべての人が暮らしや
すい生活環境を生み出す
必要があることから、障が
い者基本計画に基づき、
ユニバーサルデザインに
よる普及啓発に努める。
　さらに、ノーマライゼー
ションの実現に向けた取組
を推進する。

障がい者自立支
援課
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第　４　次　実　施　計　画

分　　類

20 (4)障がい者 人材育成の充実

　共に地域で暮らせる社会を推進していくために、ボ
ランティア活動の振興とボランテイア資質の向上を図
ることが重要であり、障がいのある人との交流を通じ
て、社会貢献できるボランティア活動の場を提供し、
各種ボランテイア活動へ参加する気運を醸成すると
共に、その養成に努める。

手話奉仕員養成講座を実施し、手話
ボランティアを養成し、聴覚に障がい
のある人のコミュニケーション支援の
拡大を図る。ボランティアの更なる拡
大を図るため、受講生の確保に向
け、継続した啓発を行う必要がある。

ボランテイア活動の振興と
手話奉仕員等の人材を育
成する。

障がい者自立支
援課

21 (4)障がい者

精神障がいについて
の正しい知識の啓発
及び自殺対策の理解
促進

　精神障がいのある人が、住み慣れた地域で自立生
活や社会参加ができるよう、社会的な誤解や偏見を
取り除いていく取組をすすめ、併せて地域住民の心
の健康づくりを進める。
自殺対策の理解促進のために様々な取組を包括的
に推進する。

精神障害者家族会（たんぽぽの会）と
ボランティアの協力を得ながら、健康
推進連絡協議会と事業を実施する中
で、市民との交流を図る。
市民団体等へ、うつ病等精神疾患の
理解が深められるよう講師派遣等の
支援を行う。
また、広報やポスター、パネル等によ
り精神疾患、精神障がいに関する啓
発を行う。

精神障がいに関する誤解
や偏見をなくすために啓発
や自殺対策の理解促進の
取組を継続する。

健康推進課
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第４次野洲市人権施策実施計画に基づく令和３年度事業計画 資料３

№ 事業名 事業の概要
令和3年度計画

(初年度)
第4次事業計画終了時点

での到達目標
担当課

第　４　次　実　施　計　画

分　　類

○障がい者自立支援課
・障害理解と障害者差別解消法の広報・啓
発を実施（広報やす年1回以上掲載）

・障害者理解の講演会を実施（年1回）

・障がい者虐待防止のための講演会の実施
（年1回）

・市民や団体・関係者・機関からの依頼を受
けて、出前講座を実施（随時）

・障害者週間（12/3-12/9）街頭啓発

○発達支援センター研修・啓発事業の実施

・発達障がいの正しい理解と支援について、
市民対象の研修会や講演会を実施

・市民や関係者・機関からの依頼を受けて、
出前講座を実施

・広報やす「発達支援センター通信」の掲載
（隔月）

・「発達障害啓発週間」や「世界自閉症啓発
デー」に合わせた広報やすへの記事の掲載
およびポスター啓発
・図書館で、発達障がいの理解と支援に関
する図書コーナーの設置

23 (4)障がい者
　障害者差別解消法
における取組の推進

　平成28年4月1日から障害者差別解消法が施行さ
れ、地方公共団体に対して、「差別的取り扱いの禁
止」と「合理的配慮の提供」が義務化されることから、
事業の実施にあたっては、実効性のある対応ができ
るよう、差別解消に向けた必要な検討と取組を進め
る。

①職員対応要領に基づく合理的配慮
の提供により、障がいを事由とする差
別の解消を進める
②地域における関係機関等との連携
による情報共有をはかる
③障害者理解の促進に向けた啓発を
進める

・計画期間での取組が実
効性のあるものになってい
るか検証し、課題を明確に
する。

障がい者自立支
援課

障がい者自立支
援課

発達支援セン
ター

障がいや障がいのあ
る人に対する偏見や
差別を解消する啓発

22 (4)障がい者

　障がいや障がいのある
人に対する偏見や差別を
解消するとともに、人権意

識の高揚を図る。
知的・精神・身体障害と、
特に発達障害や障がい者
虐待についての正しい理
解と支援については、本

人、保護者・家族、支援者
等の関係者だけではなく、
広く市民全体への啓発事

業を継続する。

　障がいや障がいのある人に対する偏見や差別を解
消するとともに、種々の機会を捉え人権意識の高揚
を図る。また、障がいのある人に対する正しい理解と
認識を深めるため啓発事業や交流事業を実施する。
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第４次野洲市人権施策実施計画に基づく令和３年度事業計画 資料３

№ 事業名 事業の概要
令和3年度計画

(初年度)
第4次事業計画終了時点

での到達目標
担当課

第　４　次　実　施　計　画

分　　類

24 (4)障がい者
障がいのある人の権
利擁護の推進

　知的障がいのある人や精神障がいのある人の中に
は、自己の意思表示が困難な人は権利の侵害にあう
ことがあるため、関係機関と連携を図りながら成年後
見制度や地域福祉権利擁護事業の利用を促進する
ことにより、日常生活の管理、財産管理を行い権利擁
護に努める。

権利擁護事業契約者数　　90人

障がいのある人の日常生
活支援及び虐待防止に向
けた支援等のため、関係
機関と連携し成年後見等
利用や地域福祉権利擁護
事業の利用の啓発や促進
を行う。障がいのある人が
権利侵害のない自立した
生活を送るために必要な
支援を行う。

地域生活支援室

25 (4)障がい者 (6)外国人

点字や拡大文字によ
る
ごみ情報提供

（さくら墓園永代使用
墓所年間管理料徴
収）

　視覚障がい者、視覚弱者、外国人に対しての行政
情報伝達の一環として、ごみ収集に関する情報を点
字及び音声テープ、拡大文字、外国語で提供する。

（視覚障がい者、視覚弱者に対しての行政情報伝達
の一環として、さくら墓園永代使用墓所年間管理料通
知文書を点字で提供する。）

希望する対象者へ
100％配布

希望する対象者へ
100％配布する。

環境課

26 (5)同和問題 就労対策相談事業
　安定就労に向け、雇用と生活等の問題をハロー
ワークと協力し市役所内に設置した「やすワーク」を
拠点として関係機関との連携により解決を図る。

　就労相談は、ハローワーク、関係
課・機関と連携を図り、相談者と関係
機関をつなぐ役割を担う。

　就労を希望される方が、安
定就労できるようにする。

市民生活相談課
人権センター
市民交流セン

ター

27 (5)同和問題 修学奨励助成金 　修学奨励助成金の償還継続の事務手続を行う。
　修学奨励助成金の償還継続の事務
手続を行う。

修学奨励助成金の償還継
続の事務手続を行う。（令
和15年度まで）

学校教育課
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第４次野洲市人権施策実施計画に基づく令和３年度事業計画 資料３

№ 事業名 事業の概要
令和3年度計画

(初年度)
第4次事業計画終了時点

での到達目標
担当課

第　４　次　実　施　計　画

分　　類

28 (5)同和問題
部落解放・人権政策
確立要求に向けた取
組の推進

　部落解放・人権政策確立要求びわこ南部地域実行
委員会の活動に参画して、部落差別をはじめとする
あらゆる差別を撤廃するための取組を行う。

・実行委員会事務局
・総会、事務局研修、連続講座、幹事
級研修などへの参加
・基本法ニュースの発行支援継続

部落解放基本法の制定を
めざし継続する。

人権施策推進課

29 (5)同和問題 同和問題講演会
　同和問題についての正しい理解と認識を深め、あら
ゆる差別の解消に向けての啓発の一環として講演会
を行う。

同和問題強調月間に、同和問題につ
いての正しい理解と認識を深め、あら
ゆる差別の解消に向けたの啓発の一
環として、同和問題講演会を開催す
る。

同和問題講演会を開催
し、同和問題をはじめあら
ゆる差別の解消に向けて
の啓発を継続する。

人権施策推進課

30 (6)外国人 国際理解推進事業
　野洲市国際協会と連携を図り、言語や文化の違い
についての相互理解や交流機会を充実する。

市民への国際交流や国際理解を深
めるために野洲市国際協会の運営を
補助する。
米国ミシガン州クリントン・タウンシッ
プとの姉妹都市交流事業を行う。

市民の国際交流や国際理
解を深め、多文化共生の
推進を図るため、交流事
業を継続する。

企画調整課

31 (6)外国人 外国人支援事業
　外国人が安心して暮らせるよう分かりやすい通訳・
翻訳等の支援に取り組む。 外国人支援事業委託を行う。

今後、国籍の多様化が見
込まれる外国人支援の状
況を鑑み、必要となる対応
を行うため、支援事業を継
続する。

企画調整課
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第４次野洲市人権施策実施計画に基づく令和３年度事業計画 資料３

№ 事業名 事業の概要
令和3年度計画

(初年度)
第4次事業計画終了時点

での到達目標
担当課

第　４　次　実　施　計　画

分　　類

32 (6)外国人 外国語等資料整備

　外国人等への情報提供として、外国語資料等の利
用しやすい形態の資料を整備する。図書館の利用案
内を各国言語に翻訳して外国人にも使いやすい施設
となるようにする。

外国語資料を受入し利用できる外国
語資料の増加をはかる。図書館の利
用案内の内容の改定があったときは
外国語版も改定を行う。

・このことに関する資料の
特設コーナーを年１回以
上開催する。
・寄贈資料なども活用しな
がら、外国語の書籍の所
蔵数を５年間で100冊増加
させる。

図書館

33
(7)インター
ネット

インターネットによる
人権侵害の防止策・
防止教育

　インターネットによる人権侵害の防止のための啓
発・教育を行う。人権を侵害するような情報を掲載し
ないなど個人の責任やモラルの啓発を行う。
　学校等においては、インターネット等の安全な使い
方と情報の真偽を見抜く力を養うために教育を行う。

　差別書き込みやネット上のいじめな
ど人権を侵害する悪質な情報に対し
て情報を共有し、関係機関とのネット
ワークづくりをする。
　また、適切な対応ができるよう対応
マニュアルを作成する。
　人権侵害を監視するリーダー人材
の育成、研修会に参加する。
　人権侵害の被害者に対する相談活
動を行う。

インターネットによる人権
侵害への正しい知識を持
ち、啓発することにより、意
識向上させ、未然防止に
努める。人権侵害が起こっ
た場合、関係機関と連携し
解決を図る。

人権施策推進課
学校教育課

34
(8)その他さ
まざまな人
権問題

エイズ、身近な感染
症についての啓発

　ＨＩＶ等の感染症について正しい知識を普及し、患者
に対する誤解や偏見をなくすため、健康教室やパン
フレット配布等により、感染症に関する啓発を進め
る。

世界エイズデーにちなんでのキャン
ペーンポスター掲示、エイズを含めた
身近な感染症の予防に関する広報や
チラシにより、市民に正しい知識を啓
発する。

エイズ患者数は増加して
いることから、さらに啓発
を行う。

健康推進課
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第４次野洲市人権施策実施計画に基づく令和３年度事業計画 資料３

№ 事業名 事業の概要
令和3年度計画

(初年度)
第4次事業計画終了時点

での到達目標
担当課

第　４　次　実　施　計　画

分　　類

35 個人情報の保護
 　基本的人権を擁護するうえで重要な意義を有する
個人情報保護制度の適正かつ円滑な運用を進め、
個人の権利利益の保護を図る。

　個人情報保護に関する制度は年々
更新されるため、個人情報の取扱方
法や事務手続きを常に最新のものに
し、各課の担当者にその都度指導す
る。
　平成27年度より番号法が施行され
たことに伴い、特定個人情報の保護
に対する職員の適切な対応が求めら
れることが予想されるため、庁内連絡
会議を定期的に行い、職員の特定個
人情報に対する意識の向上及び適切
な利用を図る。

職員の個人情報の保護に
対する意識の向上を図り、
特定個人情報を含む個人
情報を保護する。

総務課

36 窓口人権相談の充実

　市民相談総合窓口ネットワークにより人権相談の第
２窓口として個別窓口の役割を果たす。電話、来所に
より、人権相談に応じて解決を図る。専門的事例は、
人権擁護委員、弁護士相談等につなぐ。

電話・面接による人権相談の実施。
人権相談で各部署と連携を図る。
相談員の相談援助技術の向上を図
る。

さまざまな人権相談に対
応できる職員の資質向上
と相談しやすい窓口体制
の充実を図る。

人権センター
市民交流セン

ター

37 人権擁護委員

　法務大臣委嘱の人権擁護委員による特設人権相
談所（人権なんでも相談所）を開設し、人権相談を受
ける。また、人権教室として、人権紙芝居を５歳児対
象に実施する。
　国の人権擁護制度への連携として人権擁護委員法
に基づき人権擁護委員候補者を推薦するほか各協
議会への関与・参画を図る。今後の人権擁護の法制
度の変更に的確に対応し人権救済の充実をめざす。

人権擁護委員が行う啓発活動の支援
大津人権擁護委員協議会と各種啓
発行事で連携
地域人権啓発活動ネットワーク協議
会参画

上位法「人権擁護委員法」
に基づき、事業を実施す
る。

人権施策推進課

人権一般

人権一般

人権一般
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第４次野洲市人権施策実施計画に基づく令和３年度事業計画 資料３

№ 事業名 事業の概要
令和3年度計画

(初年度)
第4次事業計画終了時点

での到達目標
担当課

第　４　次　実　施　計　画

分　　類

38
戸籍住民基本台帳
個人情報

　市民課は戸籍や住民票などの個人情報を管理し、市民
の請求により証明書を発行している。
　証明書を本人の代理人や第三者に交付した場合に、事
前登録者に対してその交付した事実をお知らせする本人
通知制度を設け、身元調査等を目的とした不正請求・不
正取得を防止し、抑制につなげている。
　また、野洲市戸籍、住民票等の不正請求に係る告知事
務処理要領に基づき、今後も関係機関と連携して適正な
管理に努める。

・戸籍、住民票などの個人情報の適
正な管理を行う。
・本人通知制度の適正な運用と周知
を行う。
・野洲市戸籍、住民票等の不正請求
に係る告知事務処理要領に基づき、
今後も関係機関と連携して適正な管
理に努める。

・戸籍、住民票などの個人情報
の適正な管理を行う。
・本人通知制度の適正な運用
と周知を行う。
・野洲市戸籍、住民票等の不
正請求に係る告知事務処理要
領に基づき、今後も関係機関と
連携して適正な管理に努める。

市民課

39
事業所内公正採用選
考
・人権啓発推進事業

　事業所内公正採用選考・人権啓発基本方針に基づ
く啓発や企業啓発指導員による啓発指導、事業所内
公正採用選考・人権啓発研修推進班員による企業訪
問を行うとともに、対象者ごとの研修会を実施する。

　事業所内公正採用選考・人権啓発
基本方針に基づく進行管理
・企業啓発指導員による啓発指導
・事業所内公正採用選考・人権啓発
研修推進班員による企業訪問

企業の社会的責任として
の公正な採用選考の実施
を推進し、企業自らが主体
的に人権尊重の視点を基
にした活動の推進を図る
ため、県の取組と連動し継
続して行う。

商工観光課

40 人権教育基本方針
　人権教育基本方針に基づき事業を推進する。基本
方針の周知徹底を行うとともに、必要に応じ改定を行
う。

就学前教育・学校教育・社会教育の
それぞれの分野に応じた人権教育を
展開していく。

人権教育基本方針に定め
た各カテゴリーごとの推進
目標を達成する。

学校教育課

41 人権保育推進事業
　人権保育基本方針の周知徹底を図るとともに、必
要に応じて改定を行い、人権保育を推進する。

年間８回の職場研修を実施する。

人権保育基本方針に則り、
教育・保育の資質の向上と
職員の人権感覚の向上が中
堅層を中心に広がる。また、
人権教育・保育訪問に年間1
人1回は研修として公開保
育・協議会に参加する。

こども課

人権一般

人権一般

人権一般

人権一般
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42 人権教育推進員
　各自治会に人権教育推進員を委嘱し研修を実施
し、人権尊重のまちづくりを推進する。

　各自治会に人権教育推進員を委嘱
し研修会を開催する。

各自治会に人権教育推進
員を委嘱し研修会を継続
的に開催する。

人権施策推進課

43
学校･園所人権教育
推進委員会

　各中学校区部会、プロジェクト部会を中心とした学
校・園所人権教育推進委員会活動を推進する。

・中学校区部会の取組推進
・小学校人権学習プランの推進
・就学前から高校までの一貫した人
権学習の様々な人権課題別目標の
設定
・教職員人権問題研修の推進

・人権学習プランを小学校で
完全実施し、学習内容の
データバンク化を図る。
・中学校においても様々な人
権課題についてのつけたい
力を明確にし、各中学校部
会での協議の中心とする。
・人権学習プランの（就学前
から中学校まで）次の見直し
への見通しを持つ。
・人権学習の講師のデータ
バンク化を図る。
・就学前から高校までの連
携の中で自尊感情の向上を
図り、中学校2年において
「自分が好き」と答えられる
子が８５％以上をめざす。

学校教育課
こども課

44
市人権啓発推進協議
会

　人権尊重のまちづくりをめざして住民が主体となっ
た人権啓発が推進できるよう市人権啓発推進協議会
に対して支援を行う。

各学区人推協や地域団体等により組
織された、市人推協が支援をすること
で、全ての市民に人権意識の高揚を
図り、同和問題をはじめとするさまざ
まな人権問題解決の促進に資する。

更に効果的な啓発の推進
が図られるよう支援する。

人権施策推進課

人権一般

人権一般

人権一般
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45
学区人権啓発推進
協議会

　人権尊重のまちづくりをめざして住民が主体となっ
た人権啓発が推進できるよう学区人権啓発推進協議
会に対して支援を行う。

部落差別をはじめあらゆる差別を許
さないまち、差別問題を自らの課題と
考え行動できる人をつくるために住民
が主体となった人権啓発が推進でき
るよう学区人権啓発推進協議会に対
して、財政的な面も含めて支援を行
う。

市民自らが主体となって、
住民等に対して、差別のな
い明るい地域の確立に向
けた人権啓発ができるよう
支援する。

人権施策推進課

46 広報掲載啓発事業
　同和問題をはじめとする様々な人権問題の正しい
理解を得るため、広報やすへの掲載をはかり、啓発
を行う。

広報やすによる啓発記事の掲載
広報やすによる啓発記事
の掲載を継続する。

人権施策推進課

47 職員人権問題研修
　行政職員として必要な幅広い人権問題に対する人
権感覚と人権意識を身につけるため、研修目的を明
確にし、多様な研修を実施する。

職員研修について、一定のルールに
基づき点検し、基本方針に見合う研
修を実施する。

職員人権問題研修を継続
する。

人事課

48 特別職人権問題研修

　市のリーダーとして、啓発推進の役割が担えるよ
う、本市の実態把握に努めるとともに、各種研修会等
へ積極的に参加する中で自己研鑽に努める。機会が
あれば、講師という立場で参加していく。

　市のリーダーとして、啓発推進の役
割が担えるよう、本市の実態把握に
努めるとともに、各種研修会等へ積
極的に参加する中で自己研鑽に努め
る。機会があれば、講師という立場で
参加していく。

市のリーダーとして、啓発
推進を図り、現状と課題を
直視し、解決に立ち向かう
とともに、新たな問題を起
こさせない健全な社会づく
りを進め、元気と安心のま
ちづくりを進める。

広報秘書課

人権一般

人権一般

人権一般

人権一般
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49 ＰＴＡ人権問題研修
　野洲市ＰＴＡ連絡協議会人権問題研修及び単位ＰＴ
Ａ人権問題研修を行うとともに、PTA人権問題研修の
指導助言を行う。

野洲市ＰＴＡ連絡協議会人権問題研
修の実施と単位PTAの実施する人権
問題研修への指導助言・開催状況の
集約

保護者や教育関係者が人
権問題の解決をめざし、市
民が広く集結し、研修会を
通して市内における人権
教育を推進する。

生涯学習スポー
ツ課

50
人権問題啓発
講師派遣事業

　自治会、団体、企業などで実施される人権問題の
研修会に啓発講師を派遣し、研修会の充実を図る。
また、啓発講師の資質の向上を図る。

研修の充実を図るために啓発講師を
委嘱し、また啓発講師に対する情報
提供、研修の場を提供する。

幅広い人権に関するテー
マのニーズに対応できる
人材を発掘・育成する。

人権施策推進課

51 市民啓発事業

　人権問題の早期解決を図るために、啓発冊子「すて
きなまちに」を作成し、市全所帯、学校、企業などに
配布する。
　実行委員会による「ひと」と「ひと」のつどいを開催
し、「ひと」と「ひと」のつどいだよりを発行する。

啓発冊子については、効果的により
多くの市民に長く、有効活用されるよ
う内容の充実とともに、配布方法を再
検討するほか、電子媒体による市民
への周知を検討する。
「部落解放」と「女性解放」を共通の課
題として、地域の人々との交流と連帯
を深める集会として、実行委員会によ
る「ひと」と「ひと」のつどいを開催す
る。また、「ひと」と「ひと」のつどいだ
よりを発行する。

人権意識を高め、集会に
より交流や連携を図る。紙
面により効果的・効率的な
啓発を図る。

人権施策推進課

人権一般

人権一般

人権一般
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52
議員人権問題
研修事業

　人権問題研修を開催するとともに、各種研修会へ
の参加を要請する。

　人権研修を年２回開催（うち１回は
湖南地区市議会議長会主催）する。

市議会では、人権を尊重し
責任ある活動を行っていく
ことで、「開かれた信頼さ
れる議会の実現」に繋がる
ことから引き続き研修会を
開催する。

議会事務局

53
農業委員人権問題
研修事業

　人権問題研修を開催するとともに、各種研修会へ
の参加を要請する。

　年一回以上、人権研修を開催する
とともに市民のつどいをはじめとする
各種研修会への参加を要請していく。

農業委員会主催の人権研
修会への全員参加の他、
一人一回以上市民のつど
いをはじめとする各種研修
会への全委員の７割以上
参加する。

農業委員会事務
局

54
企業人権啓発推進
協議会育成事業

　企業人推協の組織を強化し、協議会の研修会及び
企業の加盟促進を行う。

・協議会への啓発経費補助
・協議会の研修会の実施および新規
加盟促進

企業活動における同和問
題をはじめとする様々な人
権課題についての研修の
実施を推進し、企業自らが
主体的に人権尊重の視点
を基にした活動の推進を
図るため、継続的な支援を
行う。

商工観光課

人権一般

人権一般

人権一般

17 



第４次野洲市人権施策実施計画に基づく令和３年度事業計画 資料３

№ 事業名 事業の概要
令和3年度計画

(初年度)
第4次事業計画終了時点

での到達目標
担当課

第　４　次　実　施　計　画

分　　類

55 人権施策審議会
　実施計画の進捗状況について、定期的成果と課題
を把握し、審議会の答申・提言や意見具申などの審
議に積極的に取り組む。

　人権施策審議会を開催する。
　また、必要に応じて審議会内に部会
等を設置し開催する。

第4次実施計画の進捗状
況について、審議を行い、
第5次野洲市人権施策基
本計画を策定する。

人権施策推進課

56
野洲市人権施策基本
計画

　野洲市人権施策基本計画、同実施計画に基づいた
総合的な取組を推進していく。
　目的達成のため、人権尊重のまちづくり推進本部
会議を開催し、同基本計画・実施計画の進行管理、
連絡調整を行う。

　野洲市人権施策基本計画、同実施
計画の進捗管理。
　目的達成のため、人権尊重のまち
づくり推進本部会議を開催し、同基本
計画・実施計画の進行管理、連絡調
整を行う。

野洲市人権施策基本計
画、同実施計画に基づい
て総合的に取り組む。

人権施策推進課

57 市民意識調査業務

　本市が実施する人権問題の解決に向けた啓発効
果等を掌握し、客観的データに基づいた総合的、計
画的な教育、啓発を展開するため、令和6年度に市民
意識調査と併せて職員意識調査を実施する。

意識調査実施のための、内容等を検
討する。

人権問題に関する市民意
識調査の統計結果を元
に、今後の教育・啓発のあ
り方について検討し活か
す。

人権施策推進課
人事課人権一般

人権一般

人権一般
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